
横浜市経済局から
中小企業・個人事業主の皆様へ

お知らせ

対象者の主な要件 ※応募前にホームページの募集案内にて要件を確認してください
・横浜市内に事業所がある中小企業
・申請の時点で創業から12月経過していること
・令和２年度の中小企業の「新しい生活様式」対応支援事業補助金の交付を
受けていないこと

補助率

３分の２
補助限度額

法人 30万円
（個人事業主は15万円）

お問合せ 事業継続・展開支援補助金（設備投資支援型）コールセンター

TEL：045-211-4493

受付時間：9：00～17：00（土日祝日除く）

ホームページ 横浜市 事業継続 補助金 設備 🔍🔍
＼QRコードはこちら／

事前エントリーはPC・スマホから簡単に申し込み（数分で完了）できます！

第２回事前エントリー受付期間
7月12日（月）10時～７月20日（火）17時 まで

募集数約1,500件（応募者多数の場合は無作為抽出により補助対象者を決定します）

新規事業やテレワーク、デジタル化など新しいビジネス展開への設備投資に！
新たな商品・サービスを提供するために導入する設備も対象です！
【飲食業】
・ランチメニューの開始に向けて新たな厨房機器を導入する
・テイクアウトを可能にするために冷蔵ショーケースや保温器を購入する
・デリバリーを開始するためにバイクや車を購入する

【サービス業】
・オンラインレッスンを開始するためにパソコンやウェブカメラを購入する
・新たなリラクゼーションサービスを提供するため最新のヘルスケア機器を導入する

【小売業】
・お客様に新鮮な食品を提供するために急速冷凍機や包装機を新たに導入する
・非対面型サービスを開始するためにセルフレジを導入する
・インターネット販売を開始するためにタブレットやデジタルカメラを購入する
【製造業】
・新しい製品の製造に向けて機械設備を導入する
・オンライン商談を行うためにパソコンを購入する
・製造のラインのデジタル化を進めるためにセンサーや生産管理ソフト※を導入する

【その他】
・従業員の在宅勤務制度を導入するためテレワーク対応端末を導入する など

※ソフトウェアは１回買い切りのものに限ります
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